
















































られる（石川 2013 : i）。このようなコミュニティ政策の基礎となる理念は，国民生活審議会
調査部会コミュニティ問題小委員会が作成した報告書「コミュニティ－生活の場における人間
性の回復－」（1969年 9月）に求められる。このコミュニティ政策の展開には 1970年代と
2000年代に 2つの大きな波があり（中澤 2018 : 233-238），地域における連携を高めるための
条件整備の政策（1970年代）から，住民と行政との協働の構築を目指す方向（2000年代）へ

























るものである（国民生活審議会 1969 : 155-156）。また，その役割は，①地域住民の社会的共
同生活に必要な物的な生活環境水準の確保，②物的な水準に対して社会的な水準とされるもの









きるような地域社会をつくるための“新しいコミュニティづくり”」（自治省 1971 : 168）を目
的とした取組みであり，モデル・コミュニティとして指定された地区における事業（コミュニ




















た（自治省によるコミュニティ施策の実施以前に取組みを始めた自治体は 41％）（藤井 1991 :
58-65）。2000年の調査（市を対象）においても，何らかのコミュニティ施策を実施していた



































可を受けている（2013年 4月 1日時点）（総務省 2017）。
1990年代には以上のような取組みが行われたが，行政の支援が NPO（非営利法人）に傾
斜したこともあり，相対的にみて地域コミュニティの位置づけが弱まっていたとの指摘がある





前述したように，コミュニティ政策の経緯には 1970年代と 2000年代に 2つの大きな波が
あり（中澤 2018 : 233-238），政策の内容からみると，地域における連携を高めるための条件
整備（1970年代）から，住民と行政との協働の構築を目指す方向（2000年代）へと転換がみ
られた（玉野 2011 : 14-16）。その政策変化の背景にあるものが自治体の経営を取り巻く環境






















3,232あった市町村数は，平成の大合併が一応の帰結をみた 2010年 3月の時点では 1,727ま
でに集約されることとなった（8）。その結果として，合併後の市町村は大規模化し，平均人口











































は 1億 1,913万人に減少し，2065年には 9,000万人を割り込むものと予想され，生産年齢人
口（15～64歳）も 7,656万人（2016年）から，6,875万人（2030年），4,529万人（2065
年）へと減少する一方，高齢化率は全人口の約 38％に達するものと見込まれる（14）。
佛教大学社会学部論集 第 68号（2019年 3月）
― ７ ―
また，市区町村別の将来推計人口をみると，2040年から 2045年にかけて 99％の市区町村
で総人口が減少し，2045年には 2015年に比べて総人口が 2割以上減少する市区町村は 7割
を超える見込み（内訳は，0～2割減少する市区町村が 345（全市区町村数の 20.5％），2～4
割減少する市区町村が 555（33.0％），4割以上の減少が 688（40.9％））である（国立社会保
障・人口問題研究所 2018 : 36-37）。人口構造の変化では，2045年に 65歳以上人口が 50％
以上を占める市区町村が約 3割となり，75歳以上人口割合 30％以上の市区町村も 3分の 1



















































































































































































組む方向（地域コミュニティのガバナンス）にあるといえよう（名和田 2017 : 22）。


















る（名和田 2014 : 3-9）。この点は，地域で地域を運営する（地域自治）の可能性にも関わる
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ことであり，住民がどこまで「協働」に向けた行政の働きかけに応えるべきなのか，という問




⑴ コミュニティ政策の歴史的経緯に関する研究として，（三浦 2007）（三浦 2008）（横道 2009）（三























http : //www.bunken.nga.gr.jp/trend/ugoki.html）（2018年 10月 29日閲覧）。
⑺ 市町村合併の概要に関し，総務省「「平成の合併」について」（2010年 3月）（http : //www.gappei
-archive.soumu.go.jp/heiseinogappei.pdf）を参照。
⑻ 2018年 10月 1日時点の市町村数は 1,718（市：792，町：743，村：183）である（総務省ホーム
ページ（広域行政・市町村合併）（http : //www.soumu.go.jp/gapei/gapei.html））（2018年 10月
29日閲覧）。
⑼ 総務省（地方財政の借入金残高の状況）（http : //www.soumu.go.jp/main_content/000544455.pdf）
（2018年 10月 29日閲覧）







⑿ 総務省（地方公務員数の状況）（http : //www.soumu.go.jp/iken/kazu.html）（2018年 10月 29日
閲覧）。
⒀ 総務省「地方公共団体における行政改革の取組状況（2018年 3月 28日）総務省（地方行革）
（http : //www.soumu.go.jp/iken/02gyosei04_04000088.html）を参照。（2018年 10月 29日閲覧）
⒁ 将来人口の予測等に関し，厚生労働省（社会保障・税一体改革）（https : //www.mhlw.go.jp/stf/sei-
sakunitsuite/bunya/hokabunya/shakaihoshou/kaikaku.html）を参照（2018 年 10 月 29 日閲
覧）。
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